
天童市告示第１３９号 

 

令和３年度天童市中小企業者（観光等）緊急経営支援給付金交付要綱を次のよう

に定める。 

 

  令和３年４月２８日 

 

                      天童市長 山 本 信 治    

 

令和３年度天童市中小企業者（観光等）緊急経営支援給付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、市内経済の持続を図るため、観光関係事業所等がその経営を維持

するための取組を行う場合において、天童市補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する規則（昭和４３年市規則第２０号。以下「規則」という。）及びこの要綱

の定めるところにより、予算の範囲内において、当該事業所に対し、給付金を交

付する。 

 （給付対象者） 

第２条 給付金の交付の対象となる者（以下「給付対象者」という。）は、令和３年

４月１日の時点において市内に事業所を有し、かつ、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

(1) 天童ビジネスホテル協会に加盟する事業者 

(2) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第４条の規定による許可を受けた

一般乗用旅客自動車運送業者 

(3) 道路運送法第８条の規定による許可を受けた一般貸切旅客自動車運送業者 

(4) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者、

小規模企業者又は個人事業主で、かつ、旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）

第５条の規定による登録を受けた旅行業者又は旅行業者代理業者 

(5) 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成１３年法律第５７号）

第４条の規定による認定の受けた自動車運転代行業者 

(6) 独立行政法人国際観光推進機構から認定を受けた外国人観光案内所又は国

から登録を受けた道の駅に位置する事業者（市内に本社を有するものに限る。） 

(7) 一般社団法人日本観光施設協会に加盟する事業者（市内に本社を有するもの

に限る。） 

(8) 宿泊施設外で収容人数が１００名以上の結婚式場を営む事業者 

(9) 令和元年において天童温泉協同組合に加盟する宿泊施設との年間取引額が

１００万円以上ある事業者 



(10) 前各号に掲げるもののほか、市長が認める観光関係団体等 

 （申請要件） 

第３条 給付対象者は、次に掲げる要件のいずれにも該当するときは、給付金の交

付を申請することができる。 

(1) 令和３年３月３１日までに事業を開始していること 

(2) 給付金受給以後も事業を継続する意思があること 

(3) 令和３年１月から３月のいずれかの月の売上げが、平成３１年又は令和２年

同月に比して２０パーセント以上減少していること。 

(4) 平成３１年度の市税に滞納がないこと。ただし、個人事業主であって滞納が

ある場合においては、当該個人事業主が納付の意思があると市長が認めるとき

は、この限りでない。 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員又はその関係者（以下「暴力団関係者等」と

いう。）でないこと。 

２ 前項第３号の規定にかかわらず、令和２年４月１日以後に開業した事業者が給

付金の申請を行う場合は、売上高の比較を要しないものとする。 

（給付対象経費及び給付金の額） 

第４条 給付金の交付の対象となる経費（以下「給付対象経費」という。）は給付対

象者が行う経営の維持に要する経費とし、給付金の額は次の各号に掲げる額とす

る。 

(1) 第２条第１号に該当する者 ３０万円 

(2) 第２条第２号から第８号まで及び第１０号のいずれかに該当する者 ２０

万円 

(3) 第２条第９号に該当する者のうち、年間取引額が１，０００万円以上の者 ３０

万円 

(4) 第２条第９号に該当する者のうち、年間取引額が１，０００万円未満の者 ２０

万円 

２ 前項の規定にかかわらず、既に令和３年度天童市中小企業者（飲食業）緊急経

営支援給付金交付要綱（令和３年市告示第１３８号）の規定による給付を受けた

者にあっては、同項の規定に定める額から既に給付を受けた額を減じて得た額と

する。 

（交付申請及び実績報告等） 

第５条 規則第５条に規定する補助金等の交付申請書の提出期限は市長が別に定め

る日とし、添付すべき書類は次に掲げるとおりとする。 

(1) 天童市中小企業者（観光等）緊急経営支援給付金申請書（兼）請求書（様式

第１号） 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 



２ 市長は、前項の交付申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適正と

認められるときは、速やかに当該補助対象者に当該給付金に係る交付決定通知書

（様式第２号）により通知し、給付金を交付するものとする。 

３ 前項の規定による給付金の交付があったときは、当該給付金の額の決定に係る

書類をもって規則第１４条に規定する実績の報告に代えるものとする。 

（交付の取消し） 

第６条 市長は、交付を受けた者が偽り又はその他不正な手段により交付を受けた

ときは、当該給付金の全部又は一部の返還を求めることができる。 

（帳簿等の保管） 

第７条 規則第２２条に規定する帳簿及び証拠書類は、令和４年４月１日から起算

して５年間保管しなければならない。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 


